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世界的なデジタル化の進展と AI 需要の拡大を背景に、近年世界でデータセンターへ

の投資が増加しており、IEAの推計1によれば 2024 年の世界のデータセンターの総設備

容量は 97GW と 2020 年（60GW）の 1.5 倍に拡大した。2030 年にはさらに 2 倍に拡大

すると予測されている。世界のデータセンターの総設備容量の 4割が米国、3 割が中国

に集中している。その他のアジアでは、データセンターの地域ハブとなっているシンガ

ポールに加え、マレーシア、タイ、インドなど一部の新興国へも投資が流入するなどデ

ータセンター拡大の動きがみられる（図 1）。 

 

図 1：データセンター向け投資受入上位国（2025 年） 

 

 
1 https://www.iea.org/reports/energy-and-ai 

ei2026.8 

https://www.iea.org/reports/energy-and-ai


2 

 

 

データセンターの拡大に伴い、電力需要の急速な増加が見込まれている。IEAによれ

ば、世界のデータセンターの電力消費は 2024 年の 416TWh（全体の約 1.5％）から、2030

年には 946TWh（約 3％）へと倍増する見通しである。 

足元の世界の主要デジタル企業（電子機器、 ITソフトウェアおよびサービス、通信）

200社の電力消費をみると、デジタル企業の電力消費における再生可能エネルギー比率

には地域差がある2。2030 年までにグローバルベースで再生可能エネルギー利用 100％

のコミットメントを表明している Amazon や Google（Alphabet）、Microsoft がある北米

では再生可能エネルギー比率が 7割と高いが、南アジアは 3割、東アジア・太平洋地域

は 1 割と低い水準にとどまっている（図 2）。アジア地域では、データセンターを含む

デジタル産業の電力需要に対応しながら、エネルギーの低炭素化を同時に進めていくこ

とが課題となっている。 

 

図 2：世界の主要デジタル企業 200 社の電力消費量と再生可能エネルギー比率 

（2023 年） 

 

 

データセンターの拡大が見込まれるアジア新興国では、電源構成における化石燃料の

比率が高い状況にあるが（図 3）、タイ及びマレーシアは 2050 年、インドは 2070 年の

ネットゼロ目標に向け再生可能エネルギーの導入拡大が進められており、データセンタ

ー誘致に際しても環境保護や低炭素化の観点から、再生可能エネルギーの活用が重視さ

れている。ASEANやインドでは、電力購入契約（PPA）などを通じた再生可能エネルギ

 
2 https://www.itu.int/en/ITU-D/Environment/Documents/Publications/2025/ITU-WBA-Greening-Digital-

Companies-2025.pdf 

https://www.itu.int/en/ITU-D/Environment/Documents/Publications/2025/ITU-WBA-Greening-Digital-Companies-2025.pdf
https://www.itu.int/en/ITU-D/Environment/Documents/Publications/2025/ITU-WBA-Greening-Digital-Companies-2025.pdf
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ーの調達が可能であり、Google や Amazon がデータセンターの電力需要に対応する再

生可能エネルギーを調達している例もみられる3。また、長期的にはクリーンかつ安定

的な電力供給を確保する観点から、一部の ASEAN の国4やインド5では再生可能エネル

ギーだけでなく小型モジュール炉（SMR）の活用も検討されている。 

 

図 3：電源構成（2023年） 

 

 

足元ではアジアの電力消費に占めるデータセンターの割合は約 1％と限定的であるが、

今後拡大が見込まれる電力需要を再生可能エネルギー等で賄う方向性は、ネットゼロを

目指すアジア新興国の政策と整合的である。 

一方で、シンガポールでは電力や土地などの資源制約が顕在化し、データセンターの

新規開発が一時的に停止された経緯もあることから、エネルギー供給や環境制約とのバ

ランスを取りながら開発を進めていくことが重要であると考えられる。 

以上 

 

 

 
3 https://totalenergies.com/news/press-releases/malaysia-totalenergies-signs-new-renewable-power-agreement-

google-supply-data 

  https://www.aboutamazon.in/news/sustainability/amazon-india-renewable-energy-investment 
4 https://asean.org/wp-content/uploads/2026/01/2.-ASEAN-Guide-for-Sustainable-Data-Centre-Development_Dec-

2025-Final.pdf 
5 https://www.iea.org/reports/the-path-to-a-new-era-for-nuclear-energy 

https://totalenergies.com/news/press-releases/malaysia-totalenergies-signs-new-renewable-power-agreement-google-supply-data
https://totalenergies.com/news/press-releases/malaysia-totalenergies-signs-new-renewable-power-agreement-google-supply-data
https://www.aboutamazon.in/news/sustainability/amazon-india-renewable-energy-investment
https://asean.org/wp-content/uploads/2026/01/2.-ASEAN-Guide-for-Sustainable-Data-Centre-Development_Dec-2025-Final.pdf
https://asean.org/wp-content/uploads/2026/01/2.-ASEAN-Guide-for-Sustainable-Data-Centre-Development_Dec-2025-Final.pdf
https://www.iea.org/reports/the-path-to-a-new-era-for-nuclear-energy
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